
 

 
 

（（１１））第第三三者者性性のの確確保保  

現在、福祉サービスを提供する事業所では、会計事務や調理業務等の外部委託及び経営コン

サルティングの導入等を実施しています。 

一方、評価機関においては、これらの業務を事業内容としているところもあることから、評

価機関及び評価者と事業所との関係について、「第三者性の確保」という観点からその徹底を図

るため、以下の認証要綱に従って評価を実施することになります。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○ 評価機関と事業所の関係における評価機関の第三者性の確保について 
認証要綱の規定において、評価機関と事業者の組織としての関係について「評価実施及

び実施以前の関係」と「評価実施以降の関係」とに区分をして整理すると次ページのとお

りです。 

 
 
 
 
 

 

「福祉サービス第三者評価機関認証要綱」 第 2 条 

(1)～(5) 略 

 

(6) 評価機関が関係するサービス事業者の評価を行わないこと。 

(7) 評価機関と経営母体が同一であるサービス事業者の評価を行わないこと。 

(8) 評価機関は、評価契約締結日から３年間は評価を実施したサービス事業者の事業に関係し

ないこと。 

 

(9) 略 

 

(10) 所属する評価者に、評価者自らが所属等で関係するサービス事業者の評価を行わせない

こと。 

 

(11) 所属する評価者に、評価者自らが業務等で関係するサービス事業者の評価を行わせない

こと。 

 

(12)～(21) 略 

 

３ 留意点 

 

 

福祉サービス第三者評価結果報告書チェックシート 

◆評価結果報告書全般について 

・記述欄 

評価結果は中立的な立場である推進機構が公表するものであるとともに、インターネットを通じて不特定多数の方

がご覧になるものです。 

□ 公序良俗に反する不適切な表現はありませんか？ 

□ プライバシーの保護は徹底されていますか？ 

□ 誤字・脱字はありませんか？ 

□ 専門用語、略語を多用していませんか？ 

□ 固有名詞を使用していませんか？ 

□ 音声読み上げが正常に行われるよう、ガイドブック P.62 を参考に作成されていますか？ 

・Microsoft Excel 形式評価結果報告書 

評価結果報告書様式はとうきょう福祉ナビゲーションへの情報出力が円滑に進むよう一部の項目に計算式が含まれ

ていたり、保護がかけられています。 

□ セルのコピー・貼り付け、セルの結合、行や列の挿入・削除等は行っていませんか？ 

（評価結果報告書様式が正しく機能しなくなる恐れがあります。） 

 

◆評価結果報告書表紙について 

□ 評価者氏名欄には当該評価に「一貫して」関わった評価者のみを記載していますか？ 

  ＊「一貫して」とは利用者調査の実施から評価結果報告書作成まで関与したことを意味します。 

□ 評価者は「福祉サービス分野を担当する評価者」と「組織マネジメント分野を担当する評価者」の 

組み合わせになっていますか？※ 

□ 利用者調査結果報告日など評価の各プロセスの年月日は、評価手法に沿った流れになっていますか？ 

 

◆利用者調査について 

□ 各設問の回答数の合計は有効回答数に一致していますか？ 

＊ただし、補助質問により回答者を絞り込んでいる設問（例：【小学校４年生以上の方に】自らの権 

利について、･･･）では、回答数の合計は有効回答数に必ずしも一致しません。 

 

◆組織マネジメント、サービス分析について 

□ 各カテゴリーの講評等について、タイトルと本文の両方を記入していますか？ 

＊福ナビの評価結果画面では、講評のタイトルのみが表示され、評点の詳細画面では、講評の 

タイトルと内容の両方が表示されます。 

□ 標準項目の「あり」「なし」のチェック漏れはありませんか？ 

（評点の上にエラーメッセージが表示されていませんか？） 

 

◆全体の評価講評について 

□ 「特に良いと思う点」、「さらなる改善が望まれる点」はそれぞれ３点ずつ記入していますか？※ 

  

◆事前説明確認書について 

□ 評価実施前に事業者に説明した事前説明確認書（原本）を添付していますか？ 

 

※「利用者調査とサービス項目を中心とした評価」では例外があります。 

評評価価結結果果報報告告書書をを提提出出すするる前前ににももうう一一度度ごご確確認認くくだだささいい。。  

全全ててのの確確認認がが終終わわりりままししたたらら、、紙紙媒媒体体とと電電子子媒媒体体にによよりり評評価価結結果果報報告告書書をを機機構構へへ提提出出ししててくくだだささいい。。  
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ア ウ 

 
評価対象事業所 

 
 

●評価者 

 

評価機関Ⅱ 

 

○ 

 
評価機関Ⅰ  

 
評

価 

 
評価対象事業所 

 
評

価 オ 

 
評価対象事業所 

 

評価機関 

 
評

価 

評価機関が事業所の経営や

サービス提供に関与 

エ 

 
○ 評価機関、評価者が事業所と業務上のかかわりがある場合の評価実施の制限 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  
○ 事業所と評価機関の経営母体が同一等の形態の場合における評価実施の制限 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  
○ 評価実施後に評価機関が事業者と業務上のかかわりを持つことへの制限 

  

  

  

  

  

  
  

  

  

  

コ
ン
サ
ル
等 

 

  

ココ
ンン
ササ
ルル
等等  

 

評価機関 
 

評価機関が経営やサービス提

供に関わる可能性のある事業

を実施している 

  
ア 評価機関が事業所の経営やサー

ビス提供に関与している場合（コン

サルタント、会計事務、調理など） 

認認証証要要綱綱  第第 22 条条第第 66 号号 

 
ウ 評価者が事業所の経営やサービ

ス提供に関与している場合（コンサ

ルタント、会計事務、調理など） 
認認証証要要綱綱  第第 22 条条第第 1111 号号  

 
〈理由〉評価機関や評価者が経営やサ

ービス提供に関わっている事業所

の評価をすることは、自らの仕事を

評価することになるため。 
  

  
オ 評価契約締結日から３年間は

評価機関が事業所の経営やサー

ビス提供に関与する場合 
認認証証要要綱綱  第第 22 条条第第 88 号号 

 
〈理由〉他の仕事を獲得する手段と

しての評価ではないかという疑

念を持たれる可能性があるため。 

  
エ 評価機関と事業所の経営母体が

同一である、またはそれに類する形

態である場合 
認認証証要要綱綱  第第 22 条条第第 77 号号  

 
〈理由〉評価機関と事業所の経営母体

が同一の場合、別組織の形態をとっ

ていても第三者とは解しがたいた

め。 

経 

営 

母 

体 

3 年間は

禁止 

【評価機関（評価者）と事業所の関係】 

関   係 
評価実施 

の可否 

認証要綱の

該当条項 
備   考 

評
価
実
施
及
び
実
施
以
前
の
関
係 

ア  評価機関が事業所の経営

やサービス提供に関与して

いる、または関与していた

（コンサルティング、会計

事務、調理など）場合  

× 
第２条 

第６号 
  

イ 評価者が所属等（代表者

や理事、役員等。または常

勤、非常勤問わず雇用関係

がある）で事業所と関係し

ている、または関係してい

た場合。 

  × 

 

第２条 

第１０号 
 

評価者の４親等以内の親族

が、現在代表者や理事、役員

等である法人が経営する、ま

たは所属するすべての施設、

事業所も該当する。 

ウ   評価者が事業所の経営

やサービス提供に関与して

いる、または関与していた

（コンサルティング、会計

事務、調理など）場合 

× 
第２条 

第１１号 

評価者が評価機関以外の組

織に所属して事業所の経営

や評価項目に関与している

（関与していた）場合も該当

する。 

エ  評価機関と事業所の経営

母体が同一である、または

それに類する形態（親子会

社など）である場合  

× 
第２条 

第７号 
  

評
価
実
施
以
降
の
関
係 

  

  

  

  

  

  

オ  評価実施後に評価機関が

事業所の経営やサービス提

供に関与する場合  

〇 
第２条 

第８号 

評価契約締結日から３年間、

当該事業所の経営やサービ

ス提供に関係する業務への

関与は禁止。 

評価が正しく行われない危

険性を回避するため、評価実

施の条件として、評価契約締

結日から３年間は事業所の

経営やサービス提供に関与

することを禁止する。 

（機構で公表画面上に「評価

機関は評価した事業所の経

営やサービス提供に評価契

約締結日から３年間は関与

しない」旨の表示を行う） 
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ア ウ 

 
評価対象事業所 

 
 

●評価者 

 

評価機関Ⅱ 

 

○ 

 
評価機関Ⅰ  

 
評

価 

 
評価対象事業所 

 
評

価 オ 

 
評価対象事業所 

 

評価機関 

 
評

価 

評価機関が事業所の経営や

サービス提供に関与 

エ 

 
○ 評価機関、評価者が事業所と業務上のかかわりがある場合の評価実施の制限 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  
○ 事業所と評価機関の経営母体が同一等の形態の場合における評価実施の制限 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  
○ 評価実施後に評価機関が事業者と業務上のかかわりを持つことへの制限 

  

  

  

  

  

  
  

  

  

  

コ
ン
サ
ル
等 

 

  

ココ
ンン
ササ
ルル
等等  

 

評価機関 
 

評価機関が経営やサービス提

供に関わる可能性のある事業

を実施している 

  
ア 評価機関が事業所の経営やサー

ビス提供に関与している場合（コン

サルタント、会計事務、調理など） 

認認証証要要綱綱  第第 22 条条第第 66 号号 

 
ウ 評価者が事業所の経営やサービ

ス提供に関与している場合（コンサ

ルタント、会計事務、調理など） 
認認証証要要綱綱  第第 22 条条第第 1111 号号  

 
〈理由〉評価機関や評価者が経営やサ

ービス提供に関わっている事業所

の評価をすることは、自らの仕事を

評価することになるため。 
  

  
オ 評価契約締結日から３年間は

評価機関が事業所の経営やサー

ビス提供に関与する場合 
認認証証要要綱綱  第第 22 条条第第 88 号号 

 
〈理由〉他の仕事を獲得する手段と

しての評価ではないかという疑

念を持たれる可能性があるため。 

  
エ 評価機関と事業所の経営母体が

同一である、またはそれに類する形

態である場合 
認認証証要要綱綱  第第 22 条条第第 77 号号  

 
〈理由〉評価機関と事業所の経営母体

が同一の場合、別組織の形態をとっ

ていても第三者とは解しがたいた

め。 

経 

営 

母 
体 

3 年間は

禁止 

【評価機関（評価者）と事業所の関係】 

関   係 
評価実施 

の可否 

認証要綱の

該当条項 
備   考 

評
価
実
施
及
び
実
施
以
前
の
関
係 

ア  評価機関が事業所の経営

やサービス提供に関与して

いる、または関与していた

（コンサルティング、会計

事務、調理など）場合  

× 
第２条 

第６号 
  

イ 評価者が所属等（代表者

や理事、役員等。または常

勤、非常勤問わず雇用関係

がある）で事業所と関係し

ている、または関係してい

た場合。 

  × 

 

第２条 

第１０号 
 

評価者の４親等以内の親族

が、現在代表者や理事、役員

等である法人が経営する、ま

たは所属するすべての施設、

事業所も該当する。 

ウ   評価者が事業所の経営

やサービス提供に関与して

いる、または関与していた

（コンサルティング、会計

事務、調理など）場合 

× 
第２条 

第１１号 

評価者が評価機関以外の組

織に所属して事業所の経営

や評価項目に関与している

（関与していた）場合も該当

する。 

エ  評価機関と事業所の経営

母体が同一である、または

それに類する形態（親子会

社など）である場合  

× 
第２条 

第７号 
  

評
価
実
施
以
降
の
関
係 

  

  

  

  

  

  

オ  評価実施後に評価機関が

事業所の経営やサービス提

供に関与する場合  

〇 
第２条 

第８号 

評価契約締結日から３年間、

当該事業所の経営やサービ

ス提供に関係する業務への

関与は禁止。 

評価が正しく行われない危

険性を回避するため、評価実

施の条件として、評価契約締

結日から３年間は事業所の

経営やサービス提供に関与

することを禁止する。 

（機構で公表画面上に「評価

機関は評価した事業所の経

営やサービス提供に評価契

約締結日から３年間は関与

しない」旨の表示を行う） 
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イ サービス種別は異なるが一体的に運営されている場合（特養、デイ、ショートなど） 

組織マネジメント分析シート等の共通部分は、全体で一つにすることも可能です。サー

ビス分析シート「６ サービス提供のプロセス」の部分は、評価項目により共通部分は兼

用しても構いません。ヒアリングには各部門の担当者に同席を求めます。 

 

※ ②ア、イの場合の、効率的な自己評価実施の具体的な方法については、次ページの「自

己評価方法の工夫について」をご参照ください。 

（（２２））事事業業形形態態にによよるる留留意意点点等等  

以下のような事例において一律のルール化は困難なため、個々の実情に応じた実施方法を整

理する目安として、それぞれの事例における留意点等を示します。 

① 事業所の運営形態による留意点 

次のア・イ・ウに該当するような場合は、自己評価を実施する前に事業所の事業形態を確

認し、十分説明して共通理解を図ったうえで実施してください。 

ア 事業所に上部組織がある場合（例：公立施設等） 

○ 経営層（運営管理者含む）とは、原則として直接その事業所に運営責任を負っている

施設長(園長)・副施設長(副園長)・事務長等です。 

○ 上部組織の方針が事業所に伝えられ、事業所の経営層（運営管理者含む）がそれを十

分理解し、事業所としての目標を定め行動しているかを視点に評価して下さい。 

○ 上部組織の方針を確認するため、自己評価にあたって、必要ならば法人本部や自治体

の所管課と相談することもできます。 

 

イ 経営の基本方針・財務・人事等が切り離され、現場の責任者にはサービスの具体的な実

施のみが委ねられている場合の取り扱い 

○ 現場責任者以外に事業所の運営に責任を負っている本部の担当者も、経営層（運営管

理者含む）として自己評価に参加してもらいます。訪問調査時にも原則として同席を求

めます。 

 

ウ 事業所の規模が小さく、経営層（運営管理者含む）による自己評価に参加する職員とそ

れ以外の職員とに分けることが困難な場合 

○ 全員が経営層（運営管理者含む）の自己評価に参加することで、職員個人の自己評価

は省略することができます。 

  

② 同一法人の複数事業所を同一の契約で評価する場合の方法 

同一法人の複数事業所を同一の契約で評価実施する場合で、次のア・イに該当するような

場合は、自己評価の実施において次のように効率的にすすめることができます。 

ア 同一のサービス種別を複数実施する場合で、経営の基本方針、財務、人事が法人本部の

所管となっており、各事業所にはこれらにかかる権限が極めて限定的である場合（公立保

育所・訪問介護事業所・認知症高齢者グループホーム・認証保育所などでこれに類す

る例がみられます） 

組織マネジメント分析シート等の記入は全体で一つにすることも可能です。サービス分

析シート「６ サービス提供のプロセス」の部分（経営層（運営管理者含む）用及び職員

用）は各事業所で記入します。ヒアリングは各事業所で実施しますので、各事業所の責任

者（経営層（運営管理者含む））がヒアリングに答えられるよう内容を理解しておいても

らいます。必要ならば、本部の担当者に同席を求めます。 
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イ サービス種別は異なるが一体的に運営されている場合（特養、デイ、ショートなど） 

組織マネジメント分析シート等の共通部分は、全体で一つにすることも可能です。サー

ビス分析シート「６ サービス提供のプロセス」の部分は、評価項目により共通部分は兼

用しても構いません。ヒアリングには各部門の担当者に同席を求めます。 

 

※ ②ア、イの場合の、効率的な自己評価実施の具体的な方法については、次ページの「自

己評価方法の工夫について」をご参照ください。 

（（２２））事事業業形形態態にによよるる留留意意点点等等  

以下のような事例において一律のルール化は困難なため、個々の実情に応じた実施方法を整

理する目安として、それぞれの事例における留意点等を示します。 

① 事業所の運営形態による留意点 

次のア・イ・ウに該当するような場合は、自己評価を実施する前に事業所の事業形態を確

認し、十分説明して共通理解を図ったうえで実施してください。 

ア 事業所に上部組織がある場合（例：公立施設等） 

○ 経営層（運営管理者含む）とは、原則として直接その事業所に運営責任を負っている

施設長(園長)・副施設長(副園長)・事務長等です。 

○ 上部組織の方針が事業所に伝えられ、事業所の経営層（運営管理者含む）がそれを十

分理解し、事業所としての目標を定め行動しているかを視点に評価して下さい。 

○ 上部組織の方針を確認するため、自己評価にあたって、必要ならば法人本部や自治体

の所管課と相談することもできます。 

 

イ 経営の基本方針・財務・人事等が切り離され、現場の責任者にはサービスの具体的な実

施のみが委ねられている場合の取り扱い 

○ 現場責任者以外に事業所の運営に責任を負っている本部の担当者も、経営層（運営管

理者含む）として自己評価に参加してもらいます。訪問調査時にも原則として同席を求

めます。 

 

ウ 事業所の規模が小さく、経営層（運営管理者含む）による自己評価に参加する職員とそ

れ以外の職員とに分けることが困難な場合 

○ 全員が経営層（運営管理者含む）の自己評価に参加することで、職員個人の自己評価

は省略することができます。 

  

② 同一法人の複数事業所を同一の契約で評価する場合の方法 

同一法人の複数事業所を同一の契約で評価実施する場合で、次のア・イに該当するような

場合は、自己評価の実施において次のように効率的にすすめることができます。 

ア 同一のサービス種別を複数実施する場合で、経営の基本方針、財務、人事が法人本部の

所管となっており、各事業所にはこれらにかかる権限が極めて限定的である場合（公立保

育所・訪問介護事業所・認知症高齢者グループホーム・認証保育所などでこれに類す

る例がみられます） 

組織マネジメント分析シート等の記入は全体で一つにすることも可能です。サービス分

析シート「６ サービス提供のプロセス」の部分（経営層（運営管理者含む）用及び職員

用）は各事業所で記入します。ヒアリングは各事業所で実施しますので、各事業所の責任

者（経営層（運営管理者含む））がヒアリングに答えられるよう内容を理解しておいても

らいます。必要ならば、本部の担当者に同席を求めます。 
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